
令和７年度 学校運営協議会及び学校評価に関する検証委員会第１回会議 

 

１ 日時 令和７年１０月１４日（火）１０：００～１２：００ 

 

２ 場所 京都市総合教育センター 第１研修室 

 

３ 出席者 

（１）委員 

天笠委員、梶谷委員、風岡委員、菊田委員、小松委員、鈴木委員、西濵委員 

（２）オブザーバー 

京都市立学校代表者 

（３）事務局 

  教育委員会事務局職員 

 

４ 次第 

（１）開会 

（２）自己紹介 

（３）委員長・副委員長選出 ※小松委員長・天笠副委員長選出 

（４）議事 

・京都市における学校評価及び学校運営協議会の状況について 

・検証委員会の学校訪問について 

・コミュニティ・スクールの今後の展望について 

（５）委員長まとめ 

（６）閉会 

 

５ 委員等の主な発言や質疑応答 

※以下敬称略 

（京都市における学校評価及び学校運営協議会の状況について） 

菊 田：学校によっては、ＰＴＡの加入率が５０％を切っていたり、学校運営協議会が何か知ら

ない保護者も多かったりすると聞く。そのため、小学校ＰＴＡ連絡協議会では保護者等

に当事者意識を持って関わってもらうため、ＰＴＡや学校運営協議会の活動内容をどう

伝えていくかが頻繁に話題にあがる。 

鈴 木：学校運営協議会の理事が高年齢化しているとのことだが、前回調査（Ｒ３年度状況調査）

から一定経過しており、理事の年齢構成の状況は変動しているのでは。直近の情報を教

えてほしい。一部、若い方で学校運営協議会の理事を務めておられる方もいるが、どう

いった方が参画されているのか聞きたい。また、地域の諸団体を代表する方は、その地

域のことをよく知っており、伝統や文化を引き継いでこられた方も多く、こうした方々

に入ってもらうことも重要。 

 



事務局：理事の高齢化、硬直化は課題と認識している。理事の構成については、直近の情報も収

集したい。 

天 笠：ここ３年ほどの間、理事の高齢化に関し、学校運営協議会に関係する方々へ教育委員会

として何らか働きかけをするなどしているか。 

事務局：毎年教育委員会が行っているコミュニティ・スクール研修会において、様々な課題の一

つとして、理事の高齢化・硬直化を示しているほか、学校向けのアンケート調査の結果

のフィードバックの中でもそうした課題に言及している。 

小 松：理事の任期制限や、構成にある程度の枠を設けることを検討してはどうか。 

事務局：担い手不足の課題もあるので任期を設定することは簡単ではないと考えている。 

西 濵：私は大学生で、今日の会議には公欠を届け出て出席しているが、友人と話していてもこ

うした取組があること自体を知らず、興味関心も無い人が多い。大学生がこうした取組

の情報に触れる機会自体が無い。教職課程では、一般論として学校運営協議会や学校評

価を学ぶ機会はあるが、京都市がどのようなことをしているかまでは分からない。例え

ば教員採用試験の説明会のように、多くの大学生に対し直接発信する機会があれば認知

度は上がると思う。 

事務局：本検証委員会の取組については、大学生が多く集う京都教師塾などで案内はしているも

のの、すべての大学生を網羅できている訳ではなく、また、大学生に限らず現役世代の

方など様々な世代向けに案内できているかといえばそうではない。 

小 松：かつて教職大学院の授業を担当していた時には、学校評価だけで１５回ぐらい授業をす

るほど、本来は学ぶ内容がたっぷりある。市民全体や保護者への広報も大切だが、大学

教員側も意識が必要かもしれない。せめて教職課程を設置している大学には、京都市が

作成する「京都市の学校評価システム」の冊子を置いてもらってはどうか。 

天 笠：学校運営協議会や学校評価に関することが京都市の教員採用試験で出題されるようなこ

とはあるか。そうしたことも含め、教育委員会として、広報に関し戦略性を持って、意

図的・意識的に取り組まれたい。 

小 松：本委員会は学校運営協議会及び学校評価に関する検証委員会であるが、各委員の発言に

も含まれていたが、ＰＴＡについても昨今課題が指摘されている。公立学校において、

保護者をどう捉えるかといった点についても、学校訪問の中で聞いてみたい。  

梶 谷：活動の認知度が低いという話があったが、ターゲットを絞った発信が必要ではないか。 

    教育は社会問題として認知されているので、小学校、中学校の教育の重要性というとこ

ろで企業に働き掛け、違う視点で活動に参画してもらう機会を増やしてもよいのでは。 

    また、アンケートに関しては、問いの投げ方が大切である。本当の課題は何か、しっか

り予測して、捉える必要がある。さらに、アンケートの回答は善し悪しだけでなく、課

題の深堀が重要。当事者だけでは難しいこともあるので、ＡＩの活用などの工夫の下、

解析と対策をうまくつなげることが肝要である。 

    企画推進委員会の活動については、その活動が学校現場の課題に対し整合しているか、

成果はどうかといった点を見える化し、保護者など関係者へ共有することが必要。 

風 岡：学校評価に関し、学校訪問シートを見たが何に重きを置かれているのかよく分からない。

訪問する学校の特徴や学校訪問でどういった点をどのように評価するのか、もう少し具



体的に示されていてもいい。 

    また、市立高校と中学校のつながりに関心がある。全国的に市立高校で第三者評価を実

施しているケースは少ないが、県立高校などでは行っている自治体がある。京都市にお

いても第三者評価の対象として、高校についても検討されてはどうか。 

    学校運営協議会に関しては、これまでの取組をベースとしつつ、学校を核とした地域づ

くり（スクール・コミュニティ）へという方向性の中で組織の在り方そのものをどのよ

うに考えるか。今年度から新たに地域学校協働活動推進員を導入したとのことだが、そ

の方々がどういった役割を果たしているのか。これまで学校で行っていたことを地域主

導に移行するなど、教員の負担軽減との関連も含めてどう進めるのは関心がある。 

天 笠：学校評価は学校で完結するのではなく、教育委員会の施策、政策とも連動する。教育委

員会として、各施策、政策の自己点検を行う中で、学校評価の第三者評価の結果をどう

活用するのかという視点も必要。 

    学校運営協議会に若い世代をという話が出ていたが、例えば教員養成系の大学と連携し、

大学生に学校運営協議会の委員あるいはオブザーバーとして参画していただき、実際に

体験してもらうことも必要ではないか。 

    学校訪問に関して、定期テスト期間中の訪問は、何らかの意図や事情があれば理解でき

るが、本来的には別日程の方が良かったのではないか。 

（コミュニティ・スクールの今後の展望について） 

菊 田：ＰＴＡと地域をつなぐキーマンが大事。一方で、人頼みではいけないという課題もある。 

風 岡：地域づくりという観点からコミュニティ・スクールをどう活用できるかは全国的な課題。 

    そもそも学校とは何か。単なる場としての学校と、子どもたちをどう育てていくかとい

う学校教育の場としての学校という面をしっかり整理して進めないと、負担感しか残ら

ない可能性もある。地域全体を見渡せる方、学校側に立って学校と地域をつないでいた

だけるような方といった役割であれば、地域学校協働活動推進員を複数名配置すること

も方法論としてはある。 

    また、話の領域として、教育委員会の範疇を大きく超える話となるため、教育委員会が

中心的な役割を担うのではなく、まちづくり担当課等と連携し、教育委員会として担う

べき部分を整理することも必要。 

    学校を核とした地域づくり、スクール・コミュニティときれいな言葉ではあるが、相当

大きな課題であると考えている。 

小 松：公立学校は税金で営まれており、その人事は教育委員会が担っている。今、学校を核と

した地域づくりという話が出ているがどう思われるか。 

梶 谷：学校を核とした地域づくりやスクール・コミュニティが、学校教育の充実にどう繋がる

のかが分からなかった。教育委員会として取り組むのであれば、教育に関連して目指す

ところがあると察するが、例えば、学校に多様な方が集まれる場を作ることで子どもた

ちは何を得られるのか。様々な方との出会いの中で多様性を見出すなど考えられるが、

目的がはっきりせず分かりにくい印象。また、この取組を推進するには、マネジメント

力が必要であり、創造力を働かせてコミュニティのあるべき姿を描き、地域の人を交え

ながらうまくやっていく人材が必要であることを思うと、とても難しいことである。何



を目的にこの取組を推進するのか、しっかり定めて体制を組むことが求められる。 

小 松：現場で取組を担う人の責任や権限、あるいは持続的な人材の育成なども大事な問題。 

天 笠：地域の方々が貴重な存在として授業の推進に関わっているという点で、総合的な学習の

時間自体が、すでに一つの具体的な姿と言える。 

    京都市に限らず、公、公共というものを見失ってはいないか。あなたにとって公共とは

何か、私（わたくし）の世界の中だけでこの先生きていけるか、あなたは何で貢献する

か、そのための機会や場を用意しよう、一緒に作り出そうというような投掛けをされよ

うとしているものとして理解した。 

小 松：学校運営協議会や学校評価の枠を超えた大きなテーマだと感じている。公立学校の公と

いう部分を再検討する必要があるのではと思う。そもそもは、町衆が子どもたちのため

に出資して学校を作ってきたのが京都市の起源。それが戦前になると、国家が国家目的

に学校を使ってきた歴史があり、戦後になって民主化された形として教育委員会制度が

でき、PTA もできる中、学校の応援だけでなく、ある程度意見を言う機会にもなるよう

学校運営協議会の制度ができてきた。そのときに、基本的には公立学校の運営をどう改

善していくのかという視点から、学校教育の水準向上のために学校評価とセットでスタ

ートしたという経緯がある。一方で、今、京都市に限らず、政治が公教育の在り方に対

して関わりを持つようになってきた。例えば、総合教育会議で首長と教育委員が話し合

うこと等が更に拡大していけば、教育委員会制度の必要性に関わる話にもなり得るので

はないか、とある意味では危惧をしている。 

そうした中で、改めて、京都市に限らず、スクール・コミュニティとして、学校を中心

にして地域づくりを進める、という点に関しては、教育の専門家である教職員が集まる

学校の手に余る部分がかなり期待されているのだろう。とても１、２回で議論できるこ

とではないが、幸い来年度、京都市で全国コミュニティ・スクール研究大会が開催され

ることもあるため、今年度、そうしたことを考える材料を私たちも収集して、我々から

も何らかの情報提供ができればと思っている。 

事務局：ご指摘のとおり教育委員会だけでできる取組ではなく、京都市各局との大きな枠での連

携が必要であり、難しさもあるところ。様々な時代の移り変わりの中で、どのような学

びや体験が充実できるか、子どもたちの未来をどう拓いていけるか等、ご意見いただい

たことも踏まえ、考えていきたい。 

    色々な方が学校運営協議会に参画することで、例えば、学校教育の面でいえば、総合的

な学習の時間が充実する可能性を感じている。そうした地域と学校が更に協働する中で

で、地域も元気になるということを目指したい。ご指摘のあった地域と学校をつなぐマ

ンパワーの点については、次回訪問予定の鳳徳小学校において地域学校協働活動推進員

を配置しており、その活躍の状況も見ていただければと考えている。色々な人が学校の

活動に参画される動機は、「子どもたちのことを良くしたい」という思いだと拝察。た

だ、その裏側には課題意識があって、「学校には今こんな課題があるんだ」ということ

も知ってもらったうえで、「じゃあ私は何ができるかな」と考えていただくなど、双方

向にコミュニケーションをとり、その結果がどうなったかを一緒に振り返って高めると

いう、学校運営協議会と学校評価にまさにつながるご意見をいただけたと思う。     



（検証委員会の学校訪問について） 

事務局：訪問日程や訪問候補校について説明。 

→鳳徳小、洛西中の２校を訪問することを確認。 

 

                                     以上 


